
（第一条関係）

１ １ ０

※ ※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

免許の 免許換え後の ※

１．新規 免許権者コード

２ ２．免許換え新規 → ０ ０ ※

３．更新 ※

項番 ◎ 商号又は名称 法人・個人の別

１１ カ フ ゛ シ キ カ ゛ イ シ ャ コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ フ ゜ １ １．法人

ラ ン ニ ン ク ゛ ２．個人

株 式 会 社 国 土 交 通 フ ゜ ラ ン ニ ン ク ゛

※

◎ 代表者又は個人に関する事項

１２ ０ １ ８ ８ － １ １ １ １ １ １ －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ タ ロ ウ

国 土 交 通 太 郎

Ｓ － ２ ２ 年 ０ ２ 月 ０ ２ 日 ※

◎ 宅地建物取引業以外に行っている

事業がある場合にはその種類

１３ ０ ５ ０ １

１ １ ０ ５

１ ４ １ ０

１ １

◎ 資本金（千円） ※

２ ０ ０ ０ ０ ０

（加入：昭和○○年○○月○○日）

（加入：昭和○○年○○月○○日）

（加入： 年　　月　　日）

（加入：昭和○○年○○月○○日）

別 記

ファクシミリ番号

株式会社国土交通プランニング

〒５４０－８８４１

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

代表取締役
　国土交通　太郎

０５２－９５３－８５７２

０５２－９５３－８６０６

所 在 地

氏 名

（法人にあっては、

代 表 者 の氏 名）

（Ａ４）

（有効期間：平成○○年○○月○○日～平成○○年○○月○○日）

確認欄

（一社）マンション管理業協会

フ リ ガ ナ

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名

免 許 年 月 日

第 号

中部地方整備局長　殿

商 号 又 は 名 称

郵 便 番 号

主 た る 事務 所の

　宅地建物取引業法第４条第１項の規定により、同法第３条第１項の免許を申請します。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

様式第１号

平成○○年○○月○○日

免　　許　　申　　請　　書
（第一面）

免 許 証 番 号
国土交通大臣

知事
（　　）

（加入：平成○○年○○月○○日）

平成　　年　　月　　日

受付番号 受付年月日

（０１）

申請時の免許証番号

種類

電 話 番 号

平成　　年　　月　　日から

平成　　年　　月　　日まで
有 効 期 間

役名コード

商 号 又 は

名 称

確認欄

登録番号

生 年 月 日

兼

業

コ
ー

ド

（公社）全日本不動産協会

（一社）不動産協会

所

属

団

体

コ
ー

ド

建設業

不動産賃貸業

マンション管理業

（一社）不動産流通経営協会

◎ ビル名及び室番号まで記

載すること。

◎ 最初の２桁

＊ 免許換えの場合は都道

府県コード

＊ 更新の場合は”００”を記

載

※都道府県コード表参照

◎ （ ）内は更新前の免許の

回次数を記載すること。

◎後は免許番号を記載するこ

と。

※更新及び免許換えの場合

のみ記載すること。

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 記入不要

◎ 宅地建物取引士番号（右詰）

◎姓と名の間を一文字空けること。

◎ 役名コード ◎ 都道府県コード

◎ 法人は履歴事項全部証明

書の通り記載すること。

＊ 「・」、「、」等も明確に記

載すること。

◎ 都道府県コード、役名コー

ド（役名コード表参照）を記載

すること。

◎ 法人で複数代表制（代表

取締役が２名以上）の場合は、

申請人である代表者を記載す

ること。他の代表者は第二面

に記載すること。

◎ 所属団体コード（所属団

体コード参照）を記載すること。

＊ 新規申請時は記入不

要。

＊ 団体名、加入日も記載

すること。

＊ 所属団体がない場合

は”５０”を記載するとともに”

所属団体なし”を記載すること。

◎ 兼業コード（兼業コード参照）を記載すること。

＊ 業種名も記載すること。

＊ 兼業がない場合は”５０”を記載するとともに”兼業なし”も

記載すること。

◎ 法人のみ右詰で記載すること。

◎ 商号又は名称

「フリガナ」の欄及び「商号又は名称」の欄については、上段より左詰で記載すること。濁点、半濁点は一文字

とする。

◎ 氏名について

漢字は身分証明書の字体で記載すること！

日付は必ず記載すること！

記載しない！



１ ２ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

項番 ◎ 役員に関する事項（法人の場合）

２１ ０ １ － －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ シ ゛ ロ ウ

国 土 交 通 次 郎

Ｓ － ２ ３ 年 ０ ３ 月 ０ ３ 日 ※

２１ ０ ２ ８ ８ － ２ ２ ２ ２ ２ ２ －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ サ フ ゛ ロ ウ

国 土 交 通 三 郎

Ｓ － ２ ４ 年 ０ ４ 月 ０ ４ 日 ※

２１ ０ ２ － －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ シ ロ ウ

国 土 交 通 四 郎

Ｓ － ２ ５ 年 ０ ５ 月 ０ ５ 日 ※

２１ ０ ３ － －

タ ッ ケ ン タ ロ ウ

宅 建 太 郎

Ｓ － ２ ６ 年 ０ ６ 月 ０ ６ 日 ※

２１ ０ ３ － －

タ ッ ケ ン ハ ナ コ

宅 建 花 子

Ｓ － ２ ７ 年 ０ ７ 月 ０ ７ 日 ※

２１ － －

－ 年 月 日 ※

（１）

登録番号

申請時の免許証番号

登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄

生 年 月 日

確認欄

生 年 月 日

確認欄

生 年 月 日

登録番号

登録番号

役名コード

役名コード

確認欄

役名コード

役名コード

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄

確認欄

生 年 月 日

登録番号役名コード

登録番号

フ リ ガ ナ

氏 名

役名コード

フ リ ガ ナ

氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

受付番号

生 年 月 日

（第二面）

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 役名コード

◎ 都道府県コード

◎ 宅地建物取引士登録

番号（右詰）

◎ 宅地建物取引士の場

合は、必ず記載すること。

◎ 姓と名の間を一文字空けること。

記載しない！



１ ３ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

３０ １ ※

項番 ◎ 事務所に関する事項

３１ ４ ６ ０ － ８ ５ １ ４

２ ３ １ ０ ６ １

三 の 丸 ２ － ５ － １ 名 古 屋 合 同 ビ ル ７ 階 １ ０

１ 号 室

０ ５ ２ － ９ ５ ３ － ８ ５ ７ ２

１ ０ ※

◎ 政令第２条の２で定める使用人に関する事項

３１ － －

－ 年 月 日 ※

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項

４１ ８ ８ － １ １ １ １ １ １ －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ タ ロ ウ

国 土 交 通 太 郎

Ｓ － ２ ２ 年 ０ ２ 月 ０ ２ 日 ※

４１ ８ ８ － ２ ２ ２ ２ ２ ２ －

コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ サ フ ゛ ロ ウ

国 土 交 通 三 郎

Ｓ － ２ ４ 年 ０ ４ 月 ０ ４ 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

登 録 番 号

登 録 番 号

氏 名

フ リ ガ ナ

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

確認欄

生 年 月 日

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

所在地市区町村コード

所 在 地

確認欄

生 年 月 日

確認欄電 話 番 号

登 録 番 号

従 事 す る者 の数

愛知 都道府県 名古屋 市郡区 中 区町村

郵 便 番 号

事務所コード　１．主たる事務所　２．従たる事務所

本店事務所の名称

事務所の別

（１）

（第三面）

受付番号 申請時の免許証番号

◎ 行政区単位まで上段に記

載すること。

以降は下段に記載すること。

政令市は「区」まで、その他

の市は「市」まで、町・村は

「町・村」まで記載すること。

◎ 住所番号「丁目」、「番」及

び「号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載する

こと。

◎ 「市外局番」・「市内局番」・

「番号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載する

こと。

◎ 「第一面」項番１２に記載

した者が政令使用人となる場

合は、記入不要（本店の場合

のみ）。

ただし、支店等において「第

一面」項番１２に記載した者が

政令使用人となる場合は、当

該者を記載すること。

◎ 従事する者の数（右詰）

◎ 都道府県コード ◎ 宅地建物取引士番号（右詰）

◎ 「第三面」は、項番３０の事務所ごとに記入すること。

◎ 当該事務所に設置させる専任の宅地建物取引士を「第三面に記載しきれ

ない場合は「第四面」を使用し、「第三面」の次に添付すること。

◎ 「従事する者の数」は「宅地建物取引業に従事する者の名簿」（添付書類

８）に記載した人数と一致させること。

記載しない！

○で囲む
H29.4.1より市区町村コー

ドが６桁になっています。



１ ４ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

３０ ２ ※

◎ 専任の宅地建物取引士に関する事項（続き）

４１ ８ ８ － ６ ６ ６ ６ ６ ６ －

レ イ ホ ク タ ロ ウ

嶺 北 太 郎

Ｓ － ３ １ 年 １ １ 月 １ １ 日 ※

４１ ８ ８ － ７ ７ ７ ７ ７ ７ －

レ イ ナ ン イ チ ロ ウ

嶺 南 一 郎

Ｓ － ３ ２ 年 １ ２ 月 １ ２ 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※

４１ － －

－ 年 月 日 ※生 年 月 日

登 録 番 号

確認欄

生 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

氏 名 確認欄

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名 確認欄

生 年 月 日

登 録 番 号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

事務所の名称 福井支店

（１）

（第四面）

受付番号 申請時の免許証番号

事務所コード事務所の別 　１．主たる事務所　２．従たる事務所



登録免許税納付書・領収証書、収入印紙 又は証紙はり付け欄

（消印してはならない）

（第五面）

◎ 新規申請・免許換え申請の場合

名古屋国税局名古屋中税務署へ登録免許税９万円を納付し、その領収書原本を貼付す

る。

※納付の方法については、国税庁の”国税の納付手続”内にある［納付の方法］ をご覧

下さい（https://www.nta.go.jp/tetsuzuki/nofu‐shomei/nofu/01.htm#a01）。

◎ 更新申請の場合

収入印紙３万３千円分を貼付けする（消印無効）。

※都道府県の証紙とは異なるので注意。



１．事業の沿革

２．事業の実績

イ．代理又は媒介の実績

売買・交換 貸借 売買・交換 貸借 売買・交換 貸借 売買・交換 貸借 売買・交換 貸借

10 5 5 10 5

15,000 4,500 6,000 15,000 4,500

5 8 10 5 8

12,000 18,000 18,000 12,000 18,000

15 13 15 15 13

0 0 0 0 0

27,000 22,500 24,000 27,000 22,500

0 0 0 0 0

備　　考
　１　新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。
　２　「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。
　３　「期間」の欄には、事業年度を記入すること。
　４　「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。

2,40045,000 2,400 4,500 4,500

750,000900,000 750,000 800,000 900,000

合

計

宅
地
及
び

建
　
　
物

手数料

件数

30 20

2030 20 30 30

400,000

45,000 2,400

600,000

30 20

様式第二号（第１条の二関係） （Ａ４）

宅地建物取引業経歴書

（株）建設プランニン
グより商号変更

Ｈ○年○月○日 年　月　日 年　月　日

（第一面）

添　付　書　類　（１）

年　月　日

組 織 変 更最初の免許

Ｓ○年○月○日 Ｓ○年○月○日

○○県 大臣免許

20

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間
期間

150,000200,000500,000

建

物

宅

地

件数

価額
(千円)

手数料

価額
(千円)

500,000

価額
(千円)

手数料

400,000

2,400

600,000600,000

手数料

件数

価額
(千円)

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

150,000

件数

3,000 4,500

　平成○年○月○日から
　平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

◎ 期間の欄は、

新規：記入不要

更新：申請直前５年間の事業

年度ごとに記載すること。

◎ 新規：「新規」と記入すること。

更新：最初の免許年月日と免許権者を記入すること。

◎ 新規：記入不要

更新：免許換え、商号変更及び法人の合併等があった場合、その年月日

とその旨を記入すること。

○ 法人

定款に定められている事業年

度を１期とする（決算期変更のた

め、５年間で５期以上の時は、同

じ様式により追加記載する。）。

○ 個人

１月１日から１２月３１日までを

１年間とする。

※ 直近１年間の期間は、「貸借

対照表及び損益計算書」、又は

「法人税及び所得税の納税証明

書」の期間と必ず一致させること。

◎ 「価額」及び「手数料」は、消費税額を除いた額を千円単位で記入すること（千円未満は切り捨て）。

◎ 「宅地及び建物」の欄は、いわゆる土地付き住宅について記載すること。

◎ 「イ．代理又は媒介」と「ロ．売買・交換」（第二面）と分けて記載すること。

◎ 期限切・廃業後５年以内の新規申請は、前免許時の実績を記載すること。

◎ 実績が１年以上ないときは、「申立書」（実績はないが、その間も宅建業を営んでいた旨の内容）を提出すること。



ロ．売買・交換の実績

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

件数

価額
(千円)

備考

１　新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。

２　「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。

３　「期間」の欄には、事業年度を記入すること。

４　「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。

0

0

0

0

6

500,000

9

1,100,000

15

1,600,000

5

300,000

10

600,000

15

900,000

0

0

8

600,000

7

700,000

15

1,300,000

10

500,000

10

700,000

20

1,200,000

0

0

15

1,200,000

11

1,200,000

26

2,400,000

20

900,000

10

600,000

30

1,500,000

0

0

6

500,000

9

1,100,000

15

1,600,000

5

300,000

10

600,000

15

900,000

10

700,000

20

1,200,000

（第二面）

宅
地

建
物

期間

7

700,000

15

1,300,000

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

平成○年○月○日から
平成○年○月○日まで

の１年間

合
計

8

600,000

10

500,000

建
物

宅

地

及

び

建

　

　

物

合
計

売

却

購

入

交

換

宅
地

建
物

宅

地

及

び

建

　

　

物

宅

地

及

び

建

　

　

物

合
計

宅
地



平 成 ○ ○ 年 ○ ○ 月 ○ ○ 日

中部地方整備局長　殿

商 号 又 は 名 称

氏 名

法 定 代 理 人
商 号 又 は 名 称
氏 名

株式会社国土交通プランニング

代表取締役　国土交通　太郎

（Ａ４）

添　付　書　類　（２）

誓　　約　　書

　申請者、申請者の役員、令第２条の２に規定する使

用人、法定代理人及び法定代理人の役員は、法第５条

第１項各号に該当しない者であることを誓約します。

◎ 宅地建物取引業法第５条

を事前に確認すること。

日付は必ず記載すること！



商号又は名称

氏 名

２ 名 名

６ 名 名

名 名

名 名

名 名

名 名

（法人にあっては代表者の氏名）

所 在 地

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

１０

専任の宅地建物
取引士の数

宅地建物取引業に
従 事 す る 者 の 数

福井市花堂南２－１４－１７福井支店

平成○○年○○月○○日

（Ａ４）

添　付　書　類　（３）

専任の宅地建物取引士設置証明書

　下記の事務所は、宅地建物取引業法第３１条の３第１項に規定する要件を備えて
いることを証明します。

中部地方整備局長　殿

記

２０

事務所の名称

本店

株式会社国土交通プランニング

代表取締役　国土交通　太郎
◎ 専任の宅地建物取引士を

含んだ数を記載すること。

※「宅地建物取引業に従事す

る者の名簿」（添付書類８）と

同じ数を記載すること。

日付は必ず記載すること！



１ ５ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

項番

５１ １ １ Ｈ － １ ５ 年 ０ ４ 月 ０ １ 日

フ ト ゛ ウ サ ン タ ロ ウ

不 動 産 太 郎

Ｓ － ４ ８ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 ※

２ ５ ２ ０ １ ８

竜 が 丘 ４ － ５

５１ １ ２ Ｈ － １ ４ 年 ０ ４ 月 ０ １ 日

キ ン キ ハ ナ コ

近 畿 花 子

Ｔ － １ ２ 年 １ ２ 月 １ ２ 日 ※

２ ９ ２ ０ １ ０

大 宮 町 ３ － ５ － １ １

５１ － 年 月 日

－ 年 月 日 ※

５１ － 年 月 日

－ 年 月 日 ※

奈良 市 郡 区 区 町 村

都 道 府 県 市 郡 区 区 町 村

市 郡 区 区 町 村

氏 名

住 所

役名コード

確認欄

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

住所市区町村コード

生 年 月 日

確認欄

役名コード

都 道 府 県

申請時の免許証番号

役名コード

住 所

フ リ ガ ナ

氏 名

就任年月日

就任年月日

住所市区町村コード

生 年 月 日

住所市区町村コード

住所市区町村コード

滋賀 都 道 府 県

奈良 都 道 府 県

確認欄

住 所

添　付　書　類　（４）

（１）

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

氏 名

住 所

（Ａ４）

確認欄

生 年 月 日

受付番号

（第一面）

相 談 役 及 び 顧 問 （ 法 人 の 場 合 ）

就任年月日

就任年月日

大津 市 郡 区 区 町 村

役名コード

氏 名

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 役名コード ◎ 姓と名の間を一文字空けること。

◎ 当該役職に就任した日付

を記載すること。

◎ 行政区単位まで上段に記

載すること。

以降は下段に記載すること。

政令市は「区」まで、その他

の市は「市」まで、町・村は

「町・村」まで記載すること。

◎ 住所番号「丁目」、「番」及

び「号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載する

こと。

◎ 役名コード（役名コード表参照）を記載する。

◎ この面は、法人のときのみ記載すること。

◎ 該当者がないときは、用紙右上に「該当なし」と記載し、

添付すること。

◎ 書ききれないときは、同じ用紙に追加記載すること。

◎ 該当者がいないときでも免許

番号は記載すること。

H29.4.1より市区町村コー

ドが６桁になっています。



１ ６ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

項番

５２ コ ク ト ゛ コ ウ ツ ウ タ ロ ウ

国 土 交 通 太 郎

Ｓ － ２ ２ 年 ０ ２ 月 ０ ２ 日

２ ３ １ ０ ６ １

三 の 丸 ２ １ － ６ － ４

※

５２ ア ス カ イ チ ロ ウ

飛 鳥 一 郎

Ｈ － ０ １ 年 ０ １ 月 ０ １ 日

２ ９ ４ ０ ２ １

大 字 平 田 ５ ３ ８

※

５２ カ フ ゛ シ キ カ ゛ イ シ ャ オ オ サ カ フ ト ゛ ウ サ ン

株 式 会 社 大 阪 不 動 産

－ 年 月 日

２ ７ ２ ０ ７ ８

京 口 町 １ ２

※

５２

－ 年 月 日

※

都 道 府 県 市 郡 区 区 町 村

高市 市 郡 区 明日香 区町村

区 町 村

確認欄

％

％

都 道 府 県 名古屋 市 郡 区 中 区 町 村

住所又は所在地

（第二面）

受付番号

（円）

300 株
30.0

フ リ ガ ナ

（出資金額）

生 年 月 日

保有株式の数

（１）

フ リ ガ ナ

氏名又は名称

（出資金額）

株

（円）
50.0

500

申請時の免許証番号

１００分の５以上の株式を有する株主又は１００分の５以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合）

市区町村コード

割　合

愛知

奈良 都 道 府 県

確認欄

（円）

フ リ ガ ナ

生 年 月 日

％

氏名又は名称

100 株

（出資金額）
割　合

保有株式の数
10.0

住所又は所在地
確認欄

市区町村コード

市区町村コード

住所又は所在地

割　合
（出資金額） （円）

生 年 月 日

保有株式の数 株

フ リ ガ ナ

氏名又は名称

確認欄

％

大阪 都 道 府 県 高槻 市 郡 区

住所又は所在地

保有株式の数

市区町村コード

生 年 月 日

氏名又は名称

割　合

◎ この面は、法人のときのみ記載すること。

◎ 該当者がないときは、用紙右上に「該当なし」と記載

し、添付すること。

◎ 書ききれないときは、同じ用紙に追加記載すること。

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 姓と名の間を一文字空けること。

◎ 行政区単位まで上段に記

載すること。

以降は下段に記載する。

政令市は「区」まで、その他

の市は「市」まで、町・村は

「町・村」まで記載すること。

◎ 住所番号「丁目」、「番」及

び「号」をそれぞれ「－」で区切

り、上段から左詰で記載する

こと。

◎ 株主が法人のときは、記

載不要。

◎ 株式会社の場合

保有株式数÷発行済株式

総数×１００＝割合（％）

◎ 個人の場合

出資金額÷出資総額×１０

０＝割合（％）

※小数点第一位まで記載するこ

と（小数点第二位を切捨）

◎ 該当者ないときでも免許番号

は記載すること。

H29.4.1より市区町村コー

ドが６桁になっています。

H29.4.1より市区町村コード

が６桁になっています。



契約日 契約期間 契約形態

商号又は名称

氏 名

１

２

①

②

(株)福井ハウス
代表取締役
　福井　一郎

平成
16年4月1日

平成
16年4月1日
～
平成
18年3月31日
(自動更新)

所　有　者

(株)国土交通プラ
ンニング
代表取締役
　国土交通　太郎

(株)福井ハウ
ス
代表取締役
　福井　一郎

（事務所名）

（事務所名）

（所在地）

（所在地）

福井市花堂南２－１４－１７

（事務所名）

（所在地）

（Ａ４）

添　付　資　料　（５）

事務所を使用する権原に関する書面

事務所の所有者が申請者と異なる場合

本店

（所在地）

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

賃貸借契約

契約相手 用途

事務所

事 項

（事務所名）

（事務所名）

福井支店

（所在地）

　「用途」の欄は、登記事項証明書、建物賃貸借契約書又は建物使用貸借契約書等に記載された用
途（住居、事務所等）について記入すること。

　上記の記載内容について、事実と相違ないことを誓約します。

平成○○年○○月○○日

　「事務所の所有者が申請者と異なる場合」の欄は、事務所の所有者が免許申請者と異なる場合にのみ
次により記入すること。

　「所有者」の欄は、事務所の所有者の氏名又は法人名（法人の代表者名を含む。）を記入すること。

　「契約形態」の欄は、賃貸借又は使用貸借の別を記入すること。

備　考

株式会社国土交通プランニング

 代表取締役　国土交通　太郎 

◎ 賃貸借契約等で契約期間

の自動更新があれば、「契約

期間」欄に「自動更新」と付記

すること。

◎ 免許申請書及び事務所移転（新設含む）などの変更届出では、以下の書類を添付すること。

①事務所所有者が申請者自身の場合

→（ア）建物登記簿謄本（括弧書きで建物の所在地の地番を記載）

（イ）固定資産評価証明書（写）（括弧書きで建物の所在地の地番を記載）

（ウ）その他、当該建物の所有を確認できる書面

※（ア）、（イ）については、受付時点で３箇月以内ののものを添付すること。

②事務所所有者が申請者以外の場合

→（ア）賃貸借契約書（写）

（イ）使用承諾書（写）

（ウ）その他、使用権関係が確認できる書類（写）

日付は必ず記載すること！

◎ 建物名、階数、部屋番号も

記載すること。



電話番号

職 名 登録番号

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

自

至

上記のとおり相違ありません。

例）

申請日より３ヶ月前 氏　名

（２／１０）

就任（退任）日（最終）

（４／１）

申請日（５／１０）

（居所）

（住所）

期間

宅建　次郎

福井支店
政令使用人及び専任の取引士

タッケン　ジロウ
(ﾌﾘｶ ﾞ ﾅ )
氏 名

住 所

生年月日

昭和５０年　４月　１日

昭和４６年　４月　１日

昭和５６年　３月３１日

昭和５６年　３月３１日

昭和５６年　４月　１日

昭和５７年　３月３１日

昭和５７年　４月　１日

福井支店の専任の取引士に就任

平成１４年　３月３１日

昭和６０年　４月　１日

平成１４年　３月３１日

平成１４年　４月　１日

現在

平成２８年　４月　１日

現在

平成１６年　３月３１日

平成１５年　３月３１日

現在

平成○○年○○月○○日

宅建　次郎

福井県福井市成和１－３１１７

大阪市城東区今福西２－１２－３５

（０６）－６９３２－１４２１

昭和２８年８月８日

８８－３３３３３３

従　事　し　た　職　務　の　内　容

建設不動産（株）に勤務　営業業務に従事

同上　専任の取引主任者に就任

年　　月　　日

年　　月　　日

無職

（株）建設プランニング本店に勤務　営業業務に従事
（H13.4.1社名変更　（株）国土交通プランニング）

同上　本店の専任の取引主任者に就任

年　　月　　日

職　歴

（Ａ４）

略　　　歴　　　書

添　付　書　類　（６）

年　　月　　日

年　　月　　日

年　　月　　日

同上　取締役就任（非常勤）

（株）建設産業不動産　取締役就任（非常勤）

（株）国土交通プランニング　取締役就任（常勤）
福井支店の政令使用人に就任

平成１６年　４月　１日

◎ 現住所と住民票上の住

所が異なる場合、２段書きに

すること。また、居所を証する

書類を添付すること。

◎ 今回の申請に係る宅建

業における職名を記載するこ

と。

政令使用人及び専任の宅

地建物取引士の場合は、当

該者が所属する事務所名を

記載すること。

◎ 宅地建物取引士の場合

は必ず記載すること。

◎ 就職又は就任年月日

◎ 退任又は退職年月日

◎ 最終職歴就退任以降の日

付で、また申請書提出日の

３ヶ月以内の日付で記載する

こと。

◎職歴には日付を記載する時

点での就任予定のものは記載

日付は必ず記載すること！

◎ 氏名については、身分証

明書の字体で記載すること。

◎ 氏名については、身分証

明書の字体で記載すること。

◎ 電話番号は必ず記載す

ること。

この間で確認した日

付を記載

◎ 他法人の非常勤役員で

ある場合は、「非常勤である

証明書（見本１）」を添付する

こと。



平成○○年○○月○○日現在

価 格 摘 要

現 金 預 金 50,000,000

有 価 証 券 100,000,000

未 収 入 金 0

土 地 500,000,000

建 物 50,000,000

備 品 8,000,000

権 利 0

そ の 他 0

計 708,000,000

負 債

借 入 金 5,000,000

未 払 金 0

預 り 金 0

前 受 金 0

そ の 他 0

計 5,000,000

備考

１

２ 　「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。

資 産

資 産

（Ａ４）

添　付　資　料　（７）

資　産　に　関　す　る　調　書

　この調書は、個人の業者のみが記入すること。

◎ 日付は、申請日前３ヶ月以

内の時点とする。

◎ 申請者が時価で見積もって記載すること。

◎ 個人申請の場合のみ添付すること。

資産・負債ともに他の事業のように供するものや私生活に供するものも含める。

なお、金額について明細の説明や内訳をお訊きする場合があります。



１ ７ ０

※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

※

名 名

項番

６１

１ 国 土 交 通 太 郎 Ｓ ２ ２ ０ ２ ０ ２

２ 国 土 交 通 三 郎 Ｓ ２ ４ ０ ４ ０ ４

３ 宅 建 一 郎 Ｓ ３ ０ ０ ５ ０ ５

４ 近 畿 大 助 Ｓ ３ ８ ０ ６ ０ ６

５ 大 坂 恵 子 Ｓ ３ ２ ０ ９ １ ０

６ 関 西 建 夫 Ｓ ４ ４ １ ０ ０ ２

７ 不 動 産 明 夫 Ｓ ４ ６ １ １ ３ ０

８ 浪 速 正 Ｓ ４ ８ ０ ８ ０ ８

９ 国 土 交 通 道 子 Ｓ ５ ０ ０ ３ ０ ３

１０ 大 手 前 の ぞ み Ｓ ５ ５ １ ２ １ ２

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

※

（１）

事務所コード

事務所の名称 本店

従 事 す る 者 10 うち専任の宅地建物取引士 2

（Ａ４）

添　付　資　料　（８）

宅地建物取引業に従事する者の名簿

受付番号 申請時の免許証番号

1男 2女 9905001 代表取締役 ○[(＊＊)111111]

1男 2女 9905002 取締役 ○[(＊＊)222222]

業　務　に　従　事　す　る　者

氏名 生年月日 性 別
従 業 者 証
明 書 番 号

主 た る
職務内容

宅地建物取引士で
あ る か 否か の別

1男 2女 9905005 営業 [(兵庫)333333]

1男 2女 9905006 営業

1男 2女 9905003 営業

1男 2女 9905004 営業 [(大阪)999999]

1男 2女 9905009 営業

1男 2女 9905010 営業

1男 2女 9905007 営業

1男 2女 9905008 営業 [(大阪)777777]

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

1男 2女

確認欄

1男 2女

1男 2女

◎ 免許申請書「第三面」で

記載した事務所ごとに作成す

ること。

なお、事務所ごとに作成

する「従業者名簿」と申請日

時点で一致していること。

◎ 専任の宅地建物取引士

→○印をつけ、[  ]内に登録

都道府県名及び番号を記載

◎ 宅地建物取引士

→[ ]内に登録都道府県名及

び番号を記載

◎ 宅地建物取引士でない

者

→記載不要

◎ 「業務に従事する者」には、会社等の代表者並びに営業に従事する者のみならず、常勤の

役員及び宅地建物取引業に係る一般管理部門に所属する者や補助的な事務に従事する者も

記載する。

◎ 一枚に書ききれない場合は、同じ様式により追記記載すること。



地下鉄地下鉄駅⑤番出口より徒歩３分

事務所付近の地図

事務所の名称：　本店
所在地：名古屋市中区三の丸２丁目５番１号　名古屋合同庁舎７階１０１号室

◎ 事務所名、事務所の所在地を明記

し、最寄りの交通機関（駅、バス停）、公

共・公益施設の位置を明示すること。

◎ 事務所ごとに作成する。



事務所の写真

撮影年月日：平成○○年○○月○○日
事務所の名称：　本店
所在地：名古屋市中区三の丸２丁目５番１号　名古屋合同庁舎７階１０１号室

◎ 申請書受付時点で３ヶ月以内に撮影したものを添付すること。

※撮影年月日は必ず記載すること。

◎ 従たる事務所新設の場合は、業務開始後の写真を添付すること

（変更申請の場合）。

◎ 写真は切断しないこと（つなぎ合わせる場合を除く。）。

◎ 室内の状況が明瞭な写真を添付すること。

※室内の状況が不明な場合には、必要に応じて追加の写真を指示す

る場合があります。

◎ 写真には、事務所の外観、事務所の入口、事務所内の状況（執務

室、応接室、会議室、打合せ場所など）、業者票及び報酬額表の掲示

状況（新規の場合は不要）を明確に確認できる写真を添付すること。

■事務所の外観

建物全体が確認できる写真を撮影すること。

■事務所の入口

事務所がビルの一室になっている場合には、事務所の入口のほかに

ビルの入口、メールボックス及びテナント表示等で階数が分かる写真を

撮影すること。

■事務所内の状況

執務室・応接室等事務所全体の繋がりが分かるよう写真を撮影して

下さい。店舗については事務所のフロア図を添付するとともに、宅地建

物取引業とその他の業務のスペースの区分についても記載すること（事

務所のフロア図「記載例」参照）。

■業者票・報酬額表（新規の場合は不要）

業者票・報酬額表については、掲示されている場所が分かる写真を撮

影するとともに、その記載内容が判別できる写真も併せて撮影すること。



事務所のフロア図

<記載例>

◎ 執務場所、応接室、接客スペースなどの配置がわかるよう作成すること。

◎ 業者票、報酬額表の掲示されている場所を記載すること。

◎ 他の業種と兼業する場合、宅建業の配置状況、他の業種との区別状況を枠線で囲むな

どして記載すること。

◎ フロアが分割されている場合は、フロア毎に作成すること。

※ 既存の建物配置図等を使用することも可

出入口

受付

パーティション

宅建業関係

○○業関係

業者票

応接室

出入口

報酬額表



様式第７号の６（第十五条の五関係）

４ １ ０

※ ※ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ８

1

法務局

（円） 1 5 0 0 0 0 0 0

額面 円

（円）

（円）

第 号

第 号

第 号

確認欄

※

郵 便 番 号

（Ａ４）

営業保証金供託済届出書

平成○○年○○月○○日

中部地方整備局長　殿

商 号 又 は 名 称

主たる事務所の

株式会社国土交通プランニング

〒４６０－８５１４

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室所 在 地

　下記のとおり、宅地建物取引業に係る営業保証金を供託いたしましたので、供託物受入れの記載のあ
る供託書の写しを添付して届け出ます。

（０１）

受付番号 受付年月日 届出時の免許証番号

ファクシミリ番号 ０５２－９５３－８６０６

氏 名
代表取締役
　国土交通　太郎（法人にあっては、

代表者の氏名）

電 話 番 号 ０５２－９５３－８５７２

供託の原因 　１．新規免許の取得（法第25条） ２．事務所の新設（法第26条）
　３．不足額の発生（法第28条） ４．保管替え等（法第29条）
　５．宅地建物取引業保証協会の社員の地位の喪失（法第64条の15）
　６．変換（差し替え）

供 託 番 号 供託年月日 供　　託　　所

Ｈ 2 9 年度
１．金
２．証
３．国

金 銭 の 場 合 の 供 託 額

8 8 8 8 8 8第 8 号 平成２９年○○月○○日
支局

出張所

名古屋

有価証券の場合の営業保証金に充当される額

振 替 国 債 の 場 合 の 供 託 額

変換の場合
には、返還
前の供託物
に関する事
項

供 託 番 号 供託年月日

年度 １．金　２．証　３．国

年度 １．金　２．証　３．国 　　年　　月　　日

年度 １．金　２．証　３．国 　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

有 価 証 券 の 場 合 の 供 託 額

今回の供託
に係る事務
所に関する
事項

名 称 所 在 地

本店

福井支店

名古屋市中区三の丸２丁目５番１
号名古屋合同ビル７階１０１号室

福井県福井市花堂南2丁目14-7

◎ ビル名及び室番

号まで記載すること。

◎ 都道府県コード ◎ 免許番号（右詰）

◎ 日付は記入する

◎ 供託年月日は「供託

金の受領を証する日」を

記載して下さい。



様式１

誓  約  書

平成○○年 ○月 ○日

中部地方整備局長 殿

宅地建物取引士

住 所 名古屋市中区三の丸２１－６－４

氏 名 国土交通 太郎   

私は、宅地建物取引業法第３１条の３第１項の規定に基づく下記の事務所に

おける専任の宅地建物取引士になることを承諾し、常時当該事務所に勤務して

その業務に専念することを誓約します。

記

１ 商号又は名称 株式会社国土交通プランニング

２ 代表者氏名 国土交通 太郎

３ 勤務する事務所名 本店

４ 当該事務所の所在地 名古屋市中区三の丸２丁目５番１号

名古屋合同ビル７階１０１号室

◎ 専任の宅地建物取引士ごとに作成する。 



1 氏　名 宅建　次郎

2 職　名 非常勤の取締役

平成○○年○○月○○日

所 在 地

商号（名称）

代 表 者 氏 名

見本１
（Ａ４）

証　明　書

　下記の者は、当社の非常勤職員であることを証明します。

中部地方整備局長　殿

記

大阪市北区○○町○―○―○

代表取締役　国土交通　太郎

株式会社建設産業不動産

◎ 日付を記入すること。



平成○○年○○月○○日

所 在 地

商号（名称）

代 表 者 氏 名

績がありませんでした。

（例）　引き合いは多数あったものの金額等の条件の折り合いがつかず、

契約には至らなかったため。

記

見本３
（Ａ４）

申　立　書

　平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日までの○年間につい

て、宅地建物取引業を営んでおりましたが、下記理由により売買、媒介の実

中部地方整備局長　殿

株式会社国土交通プランニング

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

代表取締役　国土交通　太郎

◎ 日付を記入すること。



平成○○年○○月○○日

所 在 地

商号（名称）

代 表 者 氏 名 代表取締役　国土交通　太郎

　当社は、平成○○年○○月○○日に設立し、決算日が○月○日のため、未

だ第一期の決算期が到来しておらず、貸借対照表及び損益計算書並びに法人

税の納付証明書が添付できません。

株式会社国土交通プランニング

見本４
（Ａ４）

理　由　書

中部地方整備局長　殿

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

◎ 日付を記入すること。



平成○○年○○月○○日現在

科　目 金　額 科　目 金　額

現金 5,000,000 資本金 5,000,000

合　計 5,000,000 合　計 5,000,000

上記のとおり相違ありません。

平成○○年○○月○○日

所 在 地

商 号 （ 名 称 ） 株式会社国土交通プランニング

代 表 者 氏 名 代表取締役　国土交通　太郎

見本５

名古屋市中区三の丸２丁目５番１号
名古屋合同ビル７階１０１号室

資　　産 負債・資本

開 始 貸 借 対 照 表
（Ａ４）

◎ 法人設立日を記

◎ 日付を記入すること。
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